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国の税収（兆円）
法人税（基本税率42％）

消費税 所得税法人税（税率23.2％）

所得税

①【消費税】の納税義務者は事業者であ
る。利益が出ていなくても課税される。

②【利益】を薄くし、本体価格を下げて
対応せざるを得ない中小業者を圧迫。

③仕入れ業者に支払った消
費税分は、後で【輸出還付
金】として帳消しにされる
ので関係ないが、大企業の
下請けたたきが問題である。

輸出に消費
税は掛から
ない

内部留保増
ってズルイ

③社会保険料

④消費税

②住民税

①所得税

30％

（出典：国公労連の
雑誌『KOKKO』編集
者・井上伸氏のブロ
グの図に加筆）

所得200万円以下 所得1憶円以下

金融所得への課税を
強化すべきである。

一般会計税
収50.8兆円

一般会計税収
60.2兆円

1.輸出産業の税負担を下げ、ツケを内需・庶民に回している

低 ←  所得 → 高

③社会保険料と④消費税は逆進性が強く、低
所得者層に厳しい。北欧のように給付面でバ
ランスの取れる政府ではないので、税は①所
得税と法人税中心で応能負担とすべきである。

所得に対する税・社会保険料負担率は、所
得が100万円の層も10億円の層もほぼ30％で
ある（！） 所得の再分配機能を持ってい
るのは、①所得税（累進課税）だけである。

3.低所得層に逆進的な負担増を強いてしている

対
所
得
の
負
担
率
％

30％
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経済政策フォーラム

2.価格転嫁しきれない中小業者の利益を圧迫している

コ
ス
ト

税

仕
入
れ

無

税込み納入額

支出

結局、輸出補助
金の役割を果た
している（残念な

がら各国も同様）。
シワ寄せで、内
需が冷やされる。

消費税のどこが問題か

＝


